
　
国
保
税
の
納
税
義
務
者
は
75
歳
未
満

で
社
会
保
険
な
ど
に
加
入
し
て
い
な
い

世
帯
主
で
す
。
世
帯
主
が
国
保
に
未
加

入
で
も
家
族
が
加
入
し
て
い
る
場
合

は
、
世
帯
主
宛
て
に
納
税
通
知
書
を
郵

送
。
ま
た
、
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

の
納
付
義
務
者
は
75
歳
以
上
の
人
と
、

一
定
の
障
害
が
あ
り
認
定
を
受
け
た
65

歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
人
で
す
。
い
ず
れ

も
軽
減
制
度
や
減
免
措
置
が
あ
り
ま
す
。

詳
し
く
は
通
知
書
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
本
年
度
か
ら
は
国
保
の
財
政
運
営
が

都
道
府
県
単
位
に
。
そ
れ
に
伴
い
市
町

村
は
、
都
道
府
県
が
算
定
し
た
市
町
村

標
準
保
険
料
率
を
参
考
に
国
保
税
の
税

率
と
金
額
を
変
更
し
ま
し
た
。
ま
た
、

国
保
税
は
軽
減
制
度
の
対
象
と
な
る
所

得
の
範
囲
が
拡
大
し
ま
す
。

　
な
お
、
昨
年
３
月
31
日
以
降
に
リ
ス

ト
ラ
や
倒
産
な
ど
で
失
業
し
、
そ
の
後

社
会
保
険
な
ど
に
加
入
し
て
い
な
い
65

歳
未
満
の
人
が
雇
用
保
険
を
受
給
す
る

場
合
は
、給
与
所
得
を
減
額
し
て
計
算
。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
発
行
す
る
雇
用
保
険

受
給
資
格
者
証
、
印
鑑
、
国
保
の
保
険

証
を
用
意
し
て
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

国
保
税
と
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

７
月
中
旬
に
通
知
書
を
郵
送
し
ま
す

問 

国
保
加
入
者
は
国
民
健
康
保
険
課

　

 

☎
０
２
７
‐
８
９
８
‐
６
２
５
０

　

 

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
加
入
者
は
同
課

　

 

☎
０
２
７
‐
８
９
８
‐
５
９
５
５

　国民健康保険（国保）や後期高齢者医療の加入
者に医療費などの軽減措置があります。

国保と後期高齢者医療
医療費・食事療養費の軽減措置

有効期限は７月31日まで
新しい高齢受給者証や被保険者証を郵送します

問 国民健康保険課 ☎０２７‐８９８‐６２４９
　 後期高齢者医療については同課 ☎０２７‐８９８‐６２５３

問 国保の高齢受給者は国民健康保険課 ☎０２７‐８９８‐６２４９
　 後期高齢者医療については同課 ☎０２７‐８９８‐６２５３

　
病
院
な
ど
の
窓
口
に
限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
を
提
示
す
る

と
、
支
払
う
医
療
費
が
自
己
負
担
限
度

額
ま
で
に
な
り
ま
す
。
な
お
、
８
月
か

ら
は
国
保
加
入
者
で
70
歳
以
上
の
人

か
、
後
期
高
齢
者
医
療
加
入
者
で
区
分

が
現
役
並
み
所
得
者
と
一
般
の
人
は
、

自
己
負
担
限
度
額
が
変
更
に
な
り
ま
す

（
表
１
の
と
お
り
）。
ま
た
、
住
民
税
非

課
税
世
帯
の
人
は
、
入
院
時
の
食
事
代

が
減
額
さ
れ
ま
す
（
表
２
の
と
お
り
）。

　
国
保
加
入
者
で
70
歳
以
上
か
後
期
高

齢
者
医
療
加
入
者
で
区
分
が
現
役
並
み

Ⅲ
と
一
般
の
人
は
、
高
齢
受
給
者
証
か

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
が
認
定

証
の
代
わ
り
に
な
り
ま
す
。

● 

認
定
証
の
更
新
は
窓
口
で

　
７
月
は
認
定
証
の
更
新
時
期
。
認
定

証
が
必
要
な
人
は
窓
口
で
申
請
し
て
く

だ
さ
い
。

● 

認
定
証
の
申
請
手
続
き

　
保
険
証
、印
鑑
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
（
国

保
は
世
帯
主
と
該
当
者
、
後
期
高
齢
は

本
人
）
の
分
か
る
物
、
身
分
証
明
書
を

用
意
し
て
、
市
役
所
国
民
健
康
保
険
課

か
大
胡
・
宮
城
・
粕
川
・
富
士
見
支
所

に
申
請
し
て
く
だ
さ
い
。

　
ま
た
、後
期
高
齢
者
医
療
加
入
者
で
、

現
在
認
定
証
の
交
付
を
受
け
て
い
て
、

本
年
度
も
引
き
続
き
該
当
す
る
人
に

は
、
保
険
証
と
一
緒
に
認
定
証
を
送
付

し
ま
す
。

表1　自己負担限度額
区　分 限度額  ※4

70
歳
未
満  

※
１

年間所得901万円超
25万2,600円+

（医療費総額-84万2,000円）×1%
（14万100円）

年間所得600万円超901万円以下
16万7,400円+

（医療費総額-55万8,000円）×1%
（9万3,000円）

年間所得210万円超600万円以下
8万100円+

（医療費総額-26万7,000円）×1%
（4万4,400円）

年間所得210万円以下 5万7,600円（4万4,400円）
住民税非課税世帯 3万5,400円（2万4,600円）

70
歳
以
上　
※
3

外来
（個人単位）

入院＋外来
（世帯単位）

現
役
並
み
所
得
者  

※
２

Ⅲ 課税所得690万円以上の
70歳以上の被保険者がいる世帯

25万2,600円+
（医療費総額-84万2,000円）×1%
（14万100円）

Ⅱ 課税所得380万円以上690万円未満
の70歳以上の被保険者がいる世帯

16万7,400円+
（医療費総額-55万8,000円）×1%
（9万3,000円）

Ⅰ 課税所得145万円以上380万円未満
の70歳以上の被保険者がいる世帯

8万100円+
（医療費総額-26万7,000円）×1%
（4万4,400円）

一般
1万8,000円

（年間限度額
14万4,000円）

5万7,600円
（4万4,400円）

住
民
税
非
課
税
世
帯

低所得者Ⅱ
(世帯主と国保加入者（後期高齢は世帯全員）が
住民税非課税の人）

 8,000円

2万4,600円

低所得者Ⅰ
(上記と同様の人で各種収入から必要経費・控除

（年金の所得は控除額を80万円として計算）を
差し引いた所得が0円となる世帯の人）

1万5,000円

※１　所得は、同一世帯の全ての国保加入者の基礎控除後の所得の合計
※2　「現役並み所得者」：一部負担金の割合が3割の人
※3　「70歳以上」：65歳以上で障害認定を受けて後期高齢者医療に加入した人を含む
※4　（　　）内は過去12カ月間に4回以上高額療養費に該当している場合の4回目から

の限度額

表2　入院時食事療養費標準負担額

対象 1食当たり
負担額

下記以外の人 460円
表1で住民税非課
税世帯、低所得者
Ⅱの人

90日までの入院 210円

91日以上の入院 160円

表1で低所得者Ⅰの人 100円

　国民健康保険高齢受給者
証と後期高齢者医療被保険
者証の有効期限は７月31日
㈫までです。引き続き対象
となる人には、新しい証を７
月中に郵送。期限切れの証
は、市役所国民健康保険課

か各支所・市民サービスセンターに返却するか、自
分で破棄してください。
● 国保の高齢受給者
　70歳から74歳までの国保加入者の新しい高齢
受給者証を世帯主宛てに郵送します。

● 後期高齢者医療の加入者
　新しい被保険者証は茶色
で、黄緑色の封筒で郵送し
ます。簡易書留を希望する
人は、７月６日㈮までに連絡
してください。なお、保険料
の滞納状況により有効期間

の短い被保険者証を交付する場合があります。ま
た、国保の高齢受給者証や後期高齢者医療被保険
者証に記載されている自己負担割合が３割で、条
件に該当する人は、申請により自己負担割合を見
直すため、基準収入額適用申請書を郵送します。

国保税の税率と金額
区分 平成30年度 平成29年度 比  較

❶医療給付費分

所得割税率 6.80% 8.00% △1.2％
被保険者均等割額 2万4,600円 2万5,200円 △600円
世帯別平等割額 1万6,800円 2万8,800円 △1万2,000円
課税限度額 58万円 54万円 4万円

❷後期高齢者
　支援金分

所得割税率 2.50% 2.00% 0.50%
被保険者均等割額 1万3,200円 7,200円 6,000円
課税限度額 19万円 19万円 変更なし

❸介護納付金分
　(40～64歳)

所得割税率 2.50% 1.86% 0.64%
被保険者均等割額 1万5,600円 1万2,960円 2,640円
課税限度額 16万円 16万円 変更なし

見本 見本
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